
政治分野におけるポジティブ・アクションの論点 

 
○ 政治分野における，平等原則に抵触せずに実施することが可能なポジティ

ブ・アクションの手法・範囲とその理論的根拠 
 
・ すでに女性には｢選挙権｣｢被選挙権｣がともに保障されているが，立候補者，

当選者における女性比率が低くなっているという事実に基づいてポジティ

ブ・アクションを実施することは可能か。 
 
・ ポジティブ・アクションの実施が可能な場合，その範囲はどうか（女性が

半数になるまで実施可能か）。 
 
 
○ 我が国で実効的な政治分野におけるポジティブ・アクションの手法は。 
 
・ 女性を対象にした政治参加のための教育，訓練等の公金支出は可能か。 

  
・ 政党助成金の支給要件中に女性議員比率に関する事項を盛り込むことは

可能か。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


